
令和６年度

志布志市農業集落排水事業会計予算

志　布　志　市



.



　（総則）

第１条　令和６年度志布志市農業集落排水事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

１ 戸

２ ｍ
３

３ ｍ
３

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款 千円

　　第１項 千円

　　第２項 千円

　第１款 千円

　　第１項 千円

　　第２項 千円

　　第４項 千円

営 業 外 収 益

収　　　　入

営 業 収 益

１,５０６

４ 主要な建設改良事業
（処理場内機器類等更新）

２６０,５９３農 業 集 落 排 水 事 業 収 益

一 日 平 均 排 水 量

機能強化事業　７１，７４０千円

予 備 費

２４４,４２２

１４,０７２

５００

令和６年度志布志市農業集落排水事業会計予算

支　　　　出

営 業 外 費 用

７２,４１２

５５０,０００

加 入 戸 数

２５８,９９４

１８８,１８１

農 業 集 落 排 水 事 業 費 用

営 業 費 用

区　　　　　分

年 間 総 排 水 量

農　業　集　落　排　水　事　業

１,８００
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　（資本的収入及び支出）

　第１款 千円

　　第１項 千円

　　第２項 千円

　　第５項 千円

　　第６項 千円

　第１款 千円

　　第１項 千円

　　第２項 千円

　　第５項 千円

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

証書借入

の場合には借入先と協定するものによる。

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

　（予定支出の金額の流用）

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

　支出額に対し不足する額６３，３３８千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額２，５７３千円、当年度分損益勘定留保資金５９，１６６千円及び減債積

　立金１，５９９千円で補塡するものとする。）。

起 債 の 方 法

ができる。

縮し、若しくは繰上償還し、又は低利に借換えすること

償 還 の 方 法

第７条　予定支出の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（１）　同一款内における金額の流用

　ただし、財政の都合により据置期間及び償還期限を短

５．０％以内

　政府資金についてはその融資条件により、銀行その他

利 率

収　　　　入

２,１２３

１５８,３１５

出 資 金 ６３,２７０

４１,３２２

５１,６００

資 本 的 収 入

負 担 金

企 業 債

補 助 金

予 備 費 ５００

５１，６００千円

１４９,３９８

起 債 の 目 的

限 度 額

農業集落排水事業

資 本 的 支 出

支　　　　出

２２１,６５３

７１,７５５
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　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費

　の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの

　経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　（１）　職　員　給　与　費 千円

　（他会計からの補助金）

第９条　農業集落排水事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

　（利益剰余金の処分）

第10条　繰越剰余金のうち１，５９９千円は、次のとおり処分するものと定める。

　（１）　減　債　積　立　金

志布志市長　　下　平　晴　行

　　令和６年２月２６日提出

２８,６６０

　６４，９５５千円である。
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　収　　入

予定額(千円) 備　　　考

１ 農業集落排水 260,593

事 業 収 益 １ 営 業 収 益 72,412

１ 下 水 道 使 用 料 71,716

２ 他 会 計 負 担 金 696

２ 営 業 外 収 益 188,181

１ 受 取 利 息

及 び 配 当 金

２ 他 会 計 補 助 金 64,955

３ 補 助 金 3,500

４ 他 会 計 負 担 金 44,892

５ 長期前受金戻入 74,814

７ 消費税及び地方

消 費 税 還 付 金

８ 雑 収 益 12

令和６年度志布志市農業集落排水事業会計予算実施計画

4

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款 目項

4

- 5 -



　支　　出

予定額(千円)

１ 農業集落排水 258,994

事 業 費 用 １ 営 業 費 用 244,422

２ ポ ン プ 場 費 4,996

３ 処 理 場 費 66,094

４ 総 係 費 39,352

５ 減 価 償 却 費 131,948

６ 資 産 減 耗 費 2,032

２ 営 業 外 費 用 14,072

１ 支 払 利 息 11,961

２ 消 費 税 及 び

地 方 消 費 税

５ 予 備 費 500

１ 予 備 費 500

款 目項

2,111

備　　　考
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備　　　考
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収　　入

予定額(千円) 備　　　考

１ 資本的収入 158,315

１ 企 業 債 51,600

１ 建設改良企業債 51,600

２ 出 資 金 63,270

１ 他 会 計 出 資 金 63,270

５ 補 助 金 41,322

１ 国 県 補 助 金 41,322

６ 負 担 金 2,123

１ 他 会 計 負 担 金 2,123

項

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 目
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支　　出

予定額(千円) 備　　　考

１ 資本的支出 221,653

１ 建 設 改 良 費 71,755

３ 処 理 場

建 設 改 良 費

２ 企 業 債 償 還 金 149,398

１ 企 業 債 償 還 金 149,398

５ 予 備 費 500

１ 予 備 費 500

款 目項

71,755
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△ 65,234,000

37,566,000

144,000

△ 25,594,000　投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動による未払金の増減額（△は減少）

1,930,000　負担金による収入

令和６年度志布志市農業集落排水事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー２

△ 11,961,000

59,262,798

71,219,798

4,000

　未払金の増減額（△は減少）

　小　計

（単位：円）

△ 4,000

11,961,000

△ 5,063,622

△ 136,520

△ 74,814,000

　当年度純利益

１

744,000

769,940

資金期首残高 52,504,743

資金期末残高

△ 34,526,179

資金増加額（又は減少額） △ 857,381

51,647,362

　財務活動によるキャッシュ・フロー

51,600,000

△ 149,396,179

　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入

　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　他会計からの出資による収入 63,270,000

3,615,000

131,948,000

2,032,000

　減価償却費

　固定資産除却額

　賞与引当金の増減額（△は減少）

　貸倒引当金の増減額（△は減少）

　長期前受金戻入

　受取利息及び受取配当金

　支払利息

　国県補助金による収入

　利息及び配当金の受取額

　利息の支払額

　業務活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産取得による支出

　未収金の増減額（△は増加）

　法定福利費引当金の増減額（△は減少） 168,000
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　１　総　括 （単位：千円）

ア　会計年度任用職員以外の職員

イ　会計年度任用職員

272 112 188 800

本年度

前年度

7,022

0 0 0 △ 80 74

期末勤勉手当児童手当時間外手当通勤手当

給　与　費　明　細　書

区　　　分

9,2121,788 22,828 5,832

108 290

11,828

1,680 9,37411,484

職員数（人）

4

4

0

前 年 度

本 年 度

△ 162 563344

956

800

△ 156

24

0

特殊勤務手当

比 較

住居手当扶養手当

比較

区　　分

手
当
の
内
訳

272 112 188 720 7,096 24

給　　　　与　　　　費

報　酬 給　料 手　当 計
法　定
福利費

合　計

5,269 27,80722,538

853

28,660

本年度 0 11,828 8,810 20,638 5,504 26,142

区　　　分

給　　　　与　　　　費
法　定
福利費

合　計
報　酬 給　料 手　当 計

職員数（人）

3

比較 0 344 △ 298 46 235 281

前年度 0 11,484 9,108 20,592 5,269 25,8613

0

手
当
の
内
訳

区　　分 扶養手当 住居手当 通勤手当 時間外手当 児童手当 期末勤勉手当 特殊勤務手当

本 年 度 800 272 112 188 720 6,694 24

前 年 度 956 272 112 188 800 6,756 24

比 較 △ 156 0 0 0 △ 80 △ 62 0

本年度 1,788 0 402 2,190 328 2,518

区　　　分

給　　　　与　　　　費
法　定
福利費

合　計
報　酬 給　料 手　当 計

職員数（人）

1

比較 108 0 136 244 328 572

前年度 1,680 0 266 1,946 0 1,9461

0

手
当
の
内
訳

区　　分 扶養手当 住居手当 通勤手当 時間外手当 児童手当 期末勤勉手当 特殊勤務手当

本 年 度 0 0 0 0 0 402 0

前 年 度 0 0 0 0 0 266 0

比 較 0 0 0 0 0 136 0
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２　給料及び手当の増減額の明細

増減額

（千円）

給料 344 104

240

４ 月 0 人

７ 月 0 人

10 月 0 人

１ 月 3 人

0

　

0 千円

本年度 ２ 人 １ 人 3 人

前年度 ２ 人 １ 人 3 人

増　減 0 人 0 人 0 人

採用・退職の状況等

　 0 人

　 0 人

手当 △ 298 △ 62 期末手当

△ 27 千円 　

勤勉手当 　

△ 35 千円

時間外手当 　

0 千円

△ 236 扶養

児童

(職員)(昇給月)

　年間4.45月→4.50月

  職員数 (その他）

令和５年度中退職者数

備　　　　　　考

月例給引上率　0.95％

職員数の異動状況

　　　職 員 数

　　　昇給期別

平均昇給率　2.06％

区分 説　　明

昇給に伴
う増加分

給与改定
に伴う増
減分

その他の
増減分

その他の
増減分

制度改正
に伴う増
減分

手当の増減分

異動等に係る
増減分

増減事由別内訳

（千円）

(計）

  現に在職する

初年度のみ計上していた特別損失分削除

期末勤勉手当支給率

令和５年度中採用者数

制度改正の内容

△ 80

△ 156
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３　給料及び手当の状況

　（１）職員１人当たりの給与

　（２）　初任給

　（３）　級別職員数

－

－

50.0

１級

６級

－

0

再任用 0 0.0

50.0

0.0

５級

－

0.0

４級

１級

1

７級

－５級

令和６年１月１日現在

平 均 給 料 月 額

令和５年１月１日現在

高 校 卒

職員数（人）

区 分

大 学 卒

３級

－

級

技能労務職（円）

166,600 －

事　務　・　技　術　職

187,300

職員数（人） 構成比（％）

166,600 －

－平 均 給 与 月 額

－42.5

368,400 －

377,500

43.5

(円)

７級

0

1

2 100.0

0.0

0.0 １級

0

令和６年１月１日現在

0.0

1

0.0

50.0

0

1

0.0

50.0

区 分
事務・技術職

－

－

－

0

0

１級

0

技　能　労　務　職

187,300

0 0.0

0 0.0

100.02

－

２級

再任用 0 0.0

令和５年１月１日現在

計

区　　　　　　分

－－計

２級

３級

計

－

－

－

５級 －

６級

３級

４級

－

２級

４級

３級

計

５級

２級

－

事務・技術職(円)

級

行政職（円）

一 般 会 計 の 制 度

－

－

－

－

－

給　料　表

327,550

336,650

0

技能労務職

給　料　表

(円)

－

－

４級

0.0

－

(歳)

技能労務職 ( 円 )

平 均 年 齢

平 均 年 齢

(円)

(歳)

構成比（％）

－

－

平 均 給 与 月 額

平 均 給 料 月 額 (円)

－
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（級別の標準的な職務内容）

　（４）　昇給

比　　　　　　　率（Ｂ）／（Ａ）

比　　　　　　　率（Ｂ）／（Ａ）

　（５）　特殊勤務手当

徴収金徴収手当

（人）

昇 給 に 係 る 職 員 数

事務・技術職

－職 員 数

給料総額に対する比率（％）

－

100.0

－

2

2

－

2

2

－

100.0

４号給 （人）

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

（％）

号 給 数 別 内 訳

（人）

100%

－

0.20%0.20%

（％）

全職種

２号給

（人）

（人）

（人）

区　　　　　　　　　分

代表的な特殊勤務手当の名称

支給対象職員の比率

（令和６年１月１日現在）（％）
－100%

－

－

－

2

８号給

2

2

－

2

（人）

６号給

（人）

（人） －

前
　
年
　
度

職 員 数

４号給

（Ａ）

技能労務職

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

区　分

－

－

2

2

－

１　級 ２　級

５　級 ６　級

技術員

事務・技術職

技能労務職

区　分

本
　
年
　
度

－

2

区　　　　　　　　　　　　　　　分

100.0

－

（Ａ）

６号給 （人）

係長・主任主査・
技術主任主査

事務･技術職

３　級 ４　級

技術員

７　級

技能労務職

主事・技師・主
事補・技師補

主事・技師

技術員 技術員

課長

2

合計

８号給 （人）

主査・技術主査

（人）

事務・技術職
課長補佐・主
幹・技術主幹

技術員技能労務職

課長・参事

（Ｂ）

（Ｂ）

２号給

100.0
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　（６）　期末手当・勤勉手当

　（７）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　（８）　その他の手当

定年前早期退職
特例措置（３％
～45％加算）

６月（月分） 12月（月分）

備　考
20年勤続の者 25年勤続の者 最高限度 その他の加算

措　 置　 等

35年勤続の者

（月分） （月分） （月分） （月分）

47.709 47.70926.3655 33.27075

同　上 同　上

同　　一

4.40

備　　　考

有

有

職制上の段階、
職務の級等によ
る加算措置

4.50

支給率計
（月分）

4.50

支　給　期　別　支　給　率

2.2502.250

有

一般会計の制度

（支給率等）
同　上同　上

本　年　度

一般会計の制度

2.250

2.200

支 給 率 等

2.250

2.200

区　　分

一般会計の制度との異同

扶 養 手 当

同　　一住 居 手 当

通 勤 手 当

区　　　　　　分

区　　分

前　年　度

同　　一

管 理 職 手 当 同　　一

同　上

差　異　の　内　容
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１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ

２

△ 11,244,000

固　定　資　産

2,727,740

0

工具、器具及び備品

土 地

建 物

43,059

82,280,896

構 築 物 3,542,392,472

156,162,411

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

△ 2,317,000

△ 248,458,000

機 械 及 び 装 置

28,502,300

3,293,934,472

144,918,411

79,963,896

貸 倒 引 当 金

59,984,335

資 産 合 計 3,711,218,339

流 動 資 産 合 計

未 収 金

流　動　資　産

51,647,362

43,059

建 設 仮 勘 定

3,648,994,004

減 価 償 却 累 計 額 △ 350,000

現 金 預 金

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

3,651,234,004

2,377,740

99,254,126

2,240,000

令和６年度志布志市農業集落排水事業予定貸借対照表

（令和７年３月31日）

資　　　産　　　の　　　部

有 形 固 定 資 産

（単位：円）

（１）

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

△ 1,539,880 8,336,973

9,876,853

無 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権 2,240,000

有 形 固 定 資 産 合 計

（１）

（２）

（２）
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３

イ

４

イ

イ

ロ

５

６

７

イ

ロ

ハ

イ

ロ

ハ

ニ

剰 余 金

（３）引 当 金

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金

繰 延 収 益

669,874,824

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

（１）企 業 債

建設改良費等の財源に 669,874,824

充てるための企業債

企 業 債 合 計

賞 与 引 当 金 1,776,000

133,360,789

建設改良費等の財源に 133,360,789

充てるための企業債

（１）

（２）

企 業 債 合 計

（２）未 払 金

法 定 福 利 費 引 当 金

141,868,949

引 当 金 合 計 2,140,000

利 益 剰 余 金

流 動 負 債 合 計

建 設 改 良 積 立 金 0

3,711,218,339

7,308,000

剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計

27,150,300

減 債 積 立 金 0

資 本 合 計 882,129,681

当 年 度 未 処 分 7,308,000

利 益 剰 余 金 合 計

364,000

負 債 合 計

2,165,282,885

繰 延 収 益 合 計

6,368,160

（１）企 業 債

669,874,824

流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

（２）

（１）

国 県 補 助 金 12,123,000

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

利 益 剰 余 金

4,258,300

△ 147,938,000

他 会 計 補 助 金 3,461,000

854,979,381

資　　本　　の　　部

資 本 金

2,829,088,658

2,017,344,885

19,842,300資 本 剰 余 金 合 計

利 益 積 立 金 0
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　　(1) 有形固定資産　　　

　　　

Ⅱ　予定貸借対照表等関連

　１　企業債の償還に係る他会計の負担　　

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予

　　(2）賞与引当金及び法定福利費引当金　　

　　　　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支給に備えるため、当年

令和６年度注記

　　　　　建物　　　　　　　　６年～30年　　　　　構築物　　　　　　　22年～38年

　　　　　機械及び装置　　　　２年～20年　　　　　車両運搬具　　　　　５年

　　　　　工具、器具及び備品　14年　

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。　

　３　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　　度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　ア　減価償却の方法　　　　定額法による。

　　　イ　主な耐用年数

    (3) 貸倒引当金      

　２　引当金の計上方法　　　　　　　

　　(1）退職給付引当金　　　

　　　　職員の退職手当は、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、一般会計

　　　がその全部を負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。

　１　固定資産の減価償却の方法

　　(1）消費税等の会計処理　

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

　　　懸念債権等特定の債権については個別に回収可能額を検討し、回収不能見込額を計上して

　　　いる。

　　定のものも含む。)のうち、他会計が負担すると見込まれる額は251,862,000円である。

Ⅲ　その他の注記

　１　賞与引当金の目的使用による取崩し

　　　当年度において職員の期末手当及び勤勉手当として2,659,000円を支給するため、賞与

　　引当金1,032,000円を取り崩す。

　２　法定福利費引当金の目的使用による取崩し

　　　当年度において職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として542,000円を支出

　　するため、賞与引当金196,000円を取り崩す。

　３　貸倒引当金の目的使用による取崩し

　　　当年度において債権の不納欠損を行うため貸倒引当金70,600円を取り崩す。
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（単位：円）

１

（１） 66,547,000

（２） 612,000

（３） 0 67,159,000

２

（１） 3,772,000

（２） 51,741,000

（３） 44,728,000

（４） 130,421,000

（５） 630,000

（６） 0 231,292,000

164,133,000

３

（１） 4,000

（２） 85,543,000

（３） 5,000,000

（４） 22,423,000

（５） 73,124,000

（６） 12,000 186,106,000

４

（１） 15,118,000

（２） 893,000 16,011,000 170,095,000

5,962,000

５

（１） 0 0

６

（１） 0

（２） 0

（３） 2,269,000 2,269,000 △ 2,269,000

3,693,000

0

3,693,000

令和５年度志布志市農業集落排水事業予定損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）

下 水 道 使 用 料

ポ ン プ 場 費

営 業 収 益

他 会 計 負 担 金

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用

そ の 他 営 業 費 用

受取利息及び配当金

処 理 場 費

営 業 外 収 益

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

雑 収 益

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 益

雑 支 出

支 払 利 息

営 業 外 費 用

補 助 金

他 会 計 負 担 金

0

当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 損

特 別 損 失

災 害 損 失

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金

変 動 額
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１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ

２

△ 769,940 4,043,291

（２）

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計 3,776,528,038

流 動 資 産 合 計 56,548,034

現 金 預 金 52,504,743

未 収 金 4,813,231

固 定 資 産 合 計 3,719,980,004

電 話 加 入 権 2,240,000

無 形 固 定 資 産 合 計 2,240,000

有 形 固 定 資 産 合 計 3,717,740,004

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 △ 175,000 2,552,740

建 設 仮 勘 定 34,020,126

減 価 償 却 累 計 額 0 43,059

工具、器具及び備品 2,727,740

減 価 償 却 累 計 額 81,885,896

車 両 運 搬 具 43,059

減 価 償 却 累 計 額 3,420,195,472

機 械 及 び 装 置 82,280,896

減 価 償 却 累 計 額 150,540,411

構 築 物 3,544,424,472

資　　　産　　　の　　　部

固　定　資　産

令和５年度志布志市農業集落排水事業予定貸借対照表

（令和６年３月31日）

（単位：円）

（１）

△ 5,622,000

△ 124,229,000

△ 395,000

（２）

流　動　資　産

（１）

有 形 固 定 資 産

土 地 28,502,300

建 物 156,162,411
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３

イ

４

イ

イ

ロ

５

６

７

イ

ロ

ハ

イ

ロ

ハ

ニ

3,776,528,038

剰 余 金 合 計 23,535,300

資 本 合 計 815,244,681

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計 3,693,000

建 設 改 良 積 立 金 0

当 年 度 未 処 分 3,693,000

減 債 積 立 金 0

利 益 積 立 金 0

資 本 剰 余 金 合 計 19,842,300

利 益 剰 余 金

国 県 補 助 金 12,123,000

他 会 計 補 助 金 3,461,000

（１）資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

剰 余 金

791,709,381

繰 延 収 益 合 計 2,052,662,885

負 債 合 計

長 期 前 受 金 2,125,786,885

2,961,283,357

収 益 化 累 計 額 △ 73,124,000

流 動 負 債 合 計 156,984,859

法 定 福 利 費 引 当 金 196,000

引 当 金 合 計 1,228,000

賞 与 引 当 金 1,032,000

企 業 債 合 計 149,396,179

未 払 金 6,360,680

建設改良費等の財源に 149,396,179

充てるための企業債

（１）企 業 債

固 定 負 債 合 計 751,635,613

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債（１）

流 動 負 債

建設改良費等の財源に 751,635,613

企 業 債 合 計 751,635,613

充てるための企業債

（２）

負 債 資 本 合 計

（２）

繰 延 収 益

（１）

（２）

資　　本　　の　　部

資 本 金

4,258,300

（３）引 当 金
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令和５年度注記

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　固定資産の減価償却の方法

　当年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

　　　イ　主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　６年～30年　　　　　構築物　　　　　　　22年～38年

　　　　　機械及び装置　　　　２年～20年　　　　　車両運搬具　　　　　５年

　　　　　工具、器具及び備品　14年　

　　(1) 有形固定資産　　　

　　　ア　減価償却の方法　　　　定額法による。

　　　いる。

　２　引当金の計上方法　　　　　　　

　　(1）退職給付引当金　　　

　　　　職員の退職手当は、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、一般会計

　　　がその全部を負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。

　　(2）賞与引当金及び法定福利費引当金　　

　　　　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支給に備えるため、当年

　　　度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

    (3) 貸倒引当金      

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

　　　懸念債権等特定の債権については個別に回収可能額を検討し、回収不能見込額を計上して

　３　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

　　(1）消費税等の会計処理　

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。　

　　　

Ⅱ　予定貸借対照表等関連

　１　企業債の償還に係る他会計の負担　　

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予

　　定のものも含む。)のうち、他会計が負担すると見込まれる額は301,874,000円である。
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参　　 考　 　資　 　料

令和６年度
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　収　　入 （単位：千円）

１

１ 営 業 収 益 72,412

１ 下 水 道 使 用 料 71,716

１ 一 般 汚 水 収 益 71,716

２ 他 会 計 負 担 金 696

２ そ の 他 負 担 金 696

２ 営 業 外 収 益 188,181

１ 受 取 利 息 及 4

び 配 当 金 １ 預 金 利 息 4

２ 他 会 計 補 助 金 64,955

１ 他 会 計 補 助 金 64,955

３ 補 助 金 3,500

１ 国 県 補 助 金 3,500

４ 他 会 計 負 担 金 44,892

１ 他 会 計 負 担 金 44,892

５ 長期前受金戻入 74,814

１ 長 期 前 受 国 県

補 助 金 戻 入

２ 長期前受他会計

補 助 金 戻 入

７ 消費税及び地方 4

消 費 税 還 付 金 １ 消費税及び地方

消 費 税 還 付 金

８ 雑 収 益 12

３ そ の 他 雑 収 益 12

4

令和６年度志布志市農業集落排水事業会計予算資料

収益的収入及び支出

款　　　　項 目 備考節 予定額

農 業 集 落 排 水

11,585

63,229

事 業 収 益
260,593
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支　　出 （単位：千円）

１

１ 営 業 費 用 244,422

２ ポ ン プ 場 費 4,996

11 光 熱 水 費 3,055

13 通 信 運 搬 費 864

16 保 険 料 27

使 用 料 及 び

賃 借 料

18 修 繕 費 1,000

23 材 料 費 32

３ 処 理 場 費 66,094

10 燃 料 費 100

11 光 熱 水 費 14,257

13 通 信 運 搬 費 227

14 委 託 料 44,311

15 手 数 料 115

16 保 険 料 104

18 修 繕 費 6,980

４ 総 係 費 39,352

１ 給 料 11,828 職員数　2

扶養 800

住居 272

通勤 112

時間外 188

児童 720

期末勤勉 5,320

特殊勤務 24

賞 与 引 当 金

繰 入 額

法 定 福 利

引 当 金 繰 入額

５ 報 酬 1,788 会計年度任用職員 1

６ 法 定 福 利 費 5,468

７ 旅 費 20

９ 備 消 品 費 120

10 燃 料 費 132

12 印 刷 製 本 費 116

13 通 信 運 搬 費 60

14 委 託 料 8,228

15 手 数 料 432

16 保 険 料 12

４ 364

３ 1,776

２ 手 当 7,436

備　　　　　　考予定額

258,994

17 18

款　　　　項 目

農 業 集 落 排 水

節

事 業 費 用

清掃点検委託等

公用車燃料等
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使 用 料 及 び

賃 借 料

24 補 償 金 100

25 負 担 金 44

貸 倒 引 当 金

繰 入 額

５ 減 価 償 却 費 131,948

１ 有 形 固 定 資産

減 価 償 却 費

６ 資 産 減 耗 費 2,032

１ 固定資産除却費 2,032

２ 営 業 外 費 用 14,072

１ 支 払 利 息 11,961

１ 企 業 債 利 息 11,961

２ 消 費 税 及 び 2,111

地 方 消 費 税 消 費 税 及 び

地 方 消 費 税

４ 予 備 費 500

１ 予 備 費 500

１ 予 備 費 500

28 840

131,948

2,111１

（単位：千円）

款　　　　項 目 節 予定額 備　　　　　　考

17 588
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　収　　入 （単位：千円）

１ 158,315

１ 企 業 債 51,600

１ 建設改良企業債 51,600

１ 下 水 道 事 業 債 51,600

２ 出 資 金 63,270

１ 他 会 計 出 資 金 63,270

１ 他 会 計 出 資 金 63,270

５ 補 助 金 41,322

１ 国 県 補 助 金 41,322

１ 国 県 補 助 金 41,322

６ 負 担 金 2,123

１ 他 会 計 負 担 金 2,123

１ 他 会 計 負 担 金 2,123

資本的収入及び支出

款　　　　項 目 備　　　考節 予定額

資 本 的 収 入
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支　　出

１ 221,653

１ 建 設 改 良 費 71,755

３ 処 理 場 71,755

建 設 改 良 費 14 委 託 料 1,800

25 負 担 金 15

26 工 事 請 負 費 69,940

２ 企業債償還金 149,398

１ 企業債償還金 149,398

下 水 道 事 業債

償 還 金

５ 予 備 費 500

１ 予 備 費 500

１ 予 備 費 500

（単位：千円）

備　　　　　　　　考予定額

149,398１

款　　　　項 目

資 本 的 支 出

節
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